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論 文 内 容 の 要 旨 
 世界経済における多国籍企業の役割と影響は大きくなりつつある。これは世界経済全体としてだけではなく、
地域や国の経済にも影響を与えている。このような多国籍企業の重要性の高まりは、同時に多国籍企業研究の意
義も高めている。日本の場合、多国籍企業の研究は、1980年代のプラザ合意以降の企業活動を研究対象としてい
る場合が多い。また、欧米型と日本型の比較や、ケーススタディによる研究が多い。そのため本稿では、1970年
代までの日本の電気産業における立地行動の論理を明らかにすることを、問題意識と検討課題とする。 
 分析のフレー ムワークとしては、三つの視点を挙げる。一つ目は、多国籍企業の立地行動において、国内と海
外のそれについての関連性を説明する。二つ目は、立地要因として製品や企業に起因する内的要因と、経済環境
の変化にともなう外的要因から説明する。三つ目が、累積的なプロセスから立地行動のダイナミズムを解明する。
以上の三点を①総合的把握 ②複合的把握 ③動態的把握とする。 
 そしてこれらのフレームワークについて、電気産業の中でも大手メーカー７社（松下電器産業、三洋電機、ソ
ニー、シャープ、三菱電機、日立製作所、東芝）のケーススタディから、その立地理論を明らかにする。さらに
地域区分として、四つの分類を行った。海外については先進国と途上国、国内については大都市圏と地方である。
先進国は北米、欧州、太平洋州のオーストラリア、ニュージーランドを、それ以外の国を途上国と定義した。大
都市圏は関東・近畿地方を大都市圏、それ以外の都道府県を地方に分類している。 
 以上のことから、海外への立地行動について、販売会社と製造会社の立地行動についてケーススタディで明ら
かにする。海外販売会社は、1960年代に先進国、1970年代に途上国に立地していた。一方製造会社は逆に1960
年代に途上国、1970年代に先進国へと立地している。立地要因としては、販売子会社の場合、先進国に対しては
市場におけるブランド力の確保、途上国に対しては市場の分散化への対応であった。製造子会社を見ると、どち
らも経済環境の変化が大きな要因である。国内の立地行動は、1960年代までは大都市圏を中心に、1970年代は地
方中心の立地である。同じように立地要因を探ると、大都市圏へは、新製品の投入と大量生産体制、地方ではコ
ストの低い経営資源の活用である。そして最後にテレビ製品についての製造立地の変化を見る。テレビは、白黒
からカラーへと代替性があり、製品ライフサイクルの時間的差をもっている。新製品の段階では、研究所の近接
性から、市場の近接性、経営資源の活用と変化している。 
 以上の点から、多国籍企業の立地行動について理論的考察を試みた。国内と海外の関連性については、大都市
圏の製造工場を中心として、地方途上国が補完関係、先進国が代替関係と言える。立地要因として、内的・外的
要因をみると、製品ライフサイクルの変化と経済環境の変化への対応が重要である。立地のダイナミズムでは、
製品それぞれに関してライフサイクルの変化と立地行動が大きな関係性をもっていた。 
 つまり、日本の電機産業は、新製品の大量生産、比較優位のある経営資源、国内競争による差別化などの戦略
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による国際競争力をもっていた。そのため、国内生産による輸出、海外の市場という規模の確保が必要であった
ので、経済環境への適応と競争力の源泉とを上手く組み合わせた立地による多国籍化であった。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
 本論文は、企業の立地行動の観点から、戦後から1970年代における電気機械産業の海外立地および国内立地
を分析し、このような立地分析を通じて、日本の多国籍企業の発生プロセスの論理について考察するものであ
る。日本の多国籍企業の多くは、1980年代後半から海外生産を本格化してきたが、戦後から1970年代におい
て多国籍企業化を可能にするような国際競争力を身に付け、また、この時期に多国籍企業化における立地上の
基礎を構築したと考えられる。本論文は、こうした日本企業の多国籍企業化の形成過程における地理的な特徴
とその論理を考察するものである。 
 本論文では多国籍企業の立地行動についての理論的研究と実証研究をバランス良く行っており、また、歴史
的な視点から多国籍企業の立地行動に影響を与えた要因（内的要因および外的要因）の変化をうまく抽出して
いる。本論文の第１章で問題意識と検討課題を論じ、第２章で多国籍企業の立地行動に関する理論的研究（ヴ
ァーノンのプロダクト・サイクル論とディッケンの生産連鎖モデル）を整理・検討しながら、海外立地と国内
立地とを総合的に把握するという独自の分析フレームワークを提示している。こうした分析フレームワークに
基づき、第３章では電気機械産業の海外立地展開について、第４章では電気機械産業の国内立地展開について、
第５章では白黒テレビ生産およびカラーテレビ生産の国内外の立地展開について、それぞれ実証分析を行って
いる。第６章では、第３章から第５章までの分析結果を踏まえながら、日本の多国籍企業の立地行動の論理に
ついて、内的要因（企業や製品による要因）と外的要因（経済環境による要因）の両面から総括している。 
 本論文の最大の意義は、海外立地と国内立地とを総合的に把握しながら、多国籍企業の立地行動を歴史的に
考察したことである。これまで行われてきた企業の立地行動に関する研究は、国内立地の研究が中心であり、
海外立地の研究は少ない。とくに、海外立地と国内立地とを総合的に考察した研究はほとんど行われていない。
企業の国内外の立地行動の観点から、日本の多国籍企業の発生プロセスについて考察した先駆的な研究である
と評価できる。 
 本論文の実証分析の中では、白黒テレビ生産およびカラーテレビ生産の国内外の立地展開の考察（第５章）
が、海外立地と国内立地との関連を論じており、最もオリジナリティのある分析といえる。白黒テレビからカ
ラーテレビへの移行が立地行動のダイナミズムに反映していることが描き出されており、製品のライフサイク
ルに伴う企業の海外立地展開を論じたヴァーノンのプロダクトサイクル論を拡張・発展させる内容となってい
る。 
 本論文は主として社史を利用して戦後から1970年代における電気機械産業の国内外の立地展開を分析して
いるが、実証分析をさらに深めるためには、企業へのヒアリング調査などを通じてデータのオリジナリティを
高める必要がある。また、立地展開の分析を行う上で、国内立地では大都市圏および地方、海外立地では先進
国と途上国といった大まかな地域区分を行っているが、さらに細かな地域区分による分析も必要となる。 
 こうした今後の課題があるものの、本論文が多国籍企業の立地行動に関して独自の考察を行った意義は大き
く、審査委員会は一致して、本論文を博士（商学）の学位を授与するに値するものと判断した。 
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